



























大 している(Eicher2000)。家計収入に応 じた授業料の減額や奨学金による直接的な援助,あ るいは親の
税負担の軽減といった間接的な措置 を通 して,そ れぞれに機会の平等化が図 られているが,所 得の伸 びを
上回る教育費の上昇 はいか にも低所得層 に対 して犠牲 を強いているかの ように映 り,各 々の社会の制度的
な文脈において機会不平等の拡大が懸念 されている。
日本の大学 も例外で はな く,国 公立大学の授業料 は1982年～2002年の期間に年平均5.4%,私立大学の
授業料 は年平均3,8%の割 合で上昇 している。文部科学省が隔年で実施 している 「学生生活調査」の結果
か ら生活費 を含めた大学教 育費用全体の動 きをみてみると,負 担の もっとも大 きい私立大学下宿生でL65
倍(158.8万円一261.4万円),負担 のもっとも小 さい国立大学自宅生で1.58倍(7L6万円一112.9万円)と な り,
この間の勤労者世帯の平均 可処分所得の伸 び率L35倍を大 きく上回ってい るのが分かる。私立大学下宿生
の この負担額は1982年の時点で平均可処分所得の39.4%に相当 していたが,2002年にはその割合が48.1%
にまで膨 らんでいるP。
こう した事情 を踏まえて,B本 で も大学教育の費用負担が実証的な観点から詳 しく検討 されている(樋
口1994,矢野1994,1998,2001a)。ただ し,教 育費の上昇が もたらした影響は就学率の時系列的な変動 よ
りも,各 大学の学生分布における所得階層の偏 りといった形で問題 とされることが多い。これは,日 本で
は大学教育がすで に大衆化 してお り学歴差 よりも学校差の方が重要である との認識 による ものだが,た し
かに 「学生生活調査」データから時系列的な変化 を追 ってみる と,所 得階層 による就学率格差が広がって
いるようにはみえない。 もちろん,そ の背後には教育熱の高い低所得層の家庭が教育費の重荷に耐えて子
どもを進学 させて きたという事実があるが,格 差傾向がはっきりしないのは従来の検討方法 にも若干の原
因を指摘す ることで きる。そ こで筆者 は新 たな検討方法 を用いて,1990年代後半にな り家庭の経済状態 に
よる就学率の格差が再び広が りつつあるとの結論 を導いたのであった(近 藤2001,2002)。「学生生活調査」
データを用いた大学就学率の推計については,本 稿の付録 を参照 していただ きたい。
さて,2000年以降のデータを補充 して改めて長期傾向 を点検 してみると,所 得階層 による格差 は必ず し
も直線 的に広が っているわけではな く,全 体 としては長期縮小傾向に従 ってい為のが明 らか となる(図
A3,図A5,図A6)。教育費用の高騰に もかかわ らず所得階層 による格差が縮小 しているとするこの結果
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は意外なものであるが,外 国にもそ うした報告例が存在するのでデータの偏 りとも限らない。ただ し,現
在で も少なからぬ格差 を残 しているのは確かであ り(と りわけ女子の格差 は四半世紀前の男子 の水準 にあ
る),短期的 には一部の所得階層が状態 を悪化 させた り,あ るいはそれを改善 した りといった変化が認め
られる。 このような全体的傾向を事実 として押 さえ,内 部 の動 きを整合的に解釈 してい くには一つの資料
源 に頼 っていただけでは無理であ り,も っと多 くめ情報 を積極的に利用する必要がある。機会の平等 ・不
平等 とい うデリケー トな問題であればこそ相互比較を可能とするた くさんの情報 を手にす ることが望 まし
いといえるQ
本稿での取 り組みは,こ うした観点か ら大学教育機会について新たな資料開拓を図るの をねらいとして
いる。具体的には,全 国規模の繰 り返 し調査に注 目し,そ のデータから大卒者の親の所得 を間接的に推計
することを通 して,こ れまで把握 された傾向が どこまで支持で きるかについて検討 してみる。市川(2001)
が説得的に論 じているように,今 後の日本 において教育財政が好転 してい く見通 しはほ とんどない といっ
てよいだろう。それゆえ,こ とあるごとに教育機会の問題が浮上 し,そ れぞれの立場か らさまざまな議論
が交わされてい くに違いない。そ うした ときに中身のある議論 を組み立てい くには,実 証データに裏付 け
られた確⇒・な洞察が必要不可欠となる。そのためには,時 宜に適 った調査 を企画 ・実施す るとともに,普
段から既存のデータを有効 に活用 して実証研究の厚み を増 してお くことが重要となる。本稿が 目指 してい
るのは後者の課題への貢献である。
2.予測所得からのアプローチ
親の所得 と子の進学状況 を同時に調べるのはパネル状況 を必要 とするので,も ともと利用で きるデータ
は限 られている。 しか し,工 夫の余地がないわけではない。実際,親 と子の所得を同時に把握するのはも
っと難 しいはずなの に,計 量経済学者たちは1990年代になってか ら世代間所得移動 を盛んに計測 し,多 く
の論文 を生産 している。そ うした研究でデ ー:タの不足 を補 うのに しば しば利用 され てい る方法にTSIV
(Two-SampieInstrumentalVariables)法がある。それは,被 説明変数yに 対する説明変数Xの真の効果を,
操作変数Zを用いて より正確に推定 しようとす るときに必要 となる2つの構成素(ZXとzyの 共分散)を
別々のサ ンプルから得 て くるもので,デ ー タ制約が緩和 されることから通常の調査データでも所得移動の
検討が可能 となるメリットがある2)。
そ うした研究の延長線上で,最 近,カ ナダの経済学者たちはTSIV法に似 た方法を親の所得 と子の教育
達成の関係 に転用 し,近 年のカナダでは出身家庭 による就学率の差が縮 まっているとの興味深い報告 を行
っている(Coraketal.2003)。彼 らの行った検討 は,本 稿の問題関心 とも重なっている。 もともと資料が
不足 し,教 育機会の格差が広がっているのか縮 まっているのか判然 としない状況であれば,彼 らが 「新奇
なや り方(novelway)」と呼ぶその方法を,日 本のデータに適用 してみる価値は大い にあるといえるだろ
う。
まず,方 法の概略について説明する。最終的に,彼 らはつぎの回帰式か ら高等教育進学に対する所得弾
力性 を推定 し,1990年代にはβの値がかな り上昇 した ものの,最 新のデー タでは蓋980年代 よ りもむ しろ低
い水準 に低下 したとす るパター ンを確認 している。
考=α+β 卑,+ε、 (1)
若 は進学 したなら1,そうでなければ0のダ ミー変数,X,は親の所得の対数,ε,は誤差を表わ している。
2値の被説明変数に対 して,プ ロビッ ト・モデルやロジッ ト・モデルではな く線形確率モデルが当てはめ
られたのは,著 者たちに よると2つの変数の関連 がβによって単純明快 に要約 されるか らである。た しか
に,全 体の傾向を要約的に捉えるのが目的であればこのモデル に不都合はな く3),今日の時代状況を踏ま
えた タイムリーな分析がなされているとみなす ことができる。
ただし,彼 らがデータとして用いたGSS(Genera且S㏄ialSurvey)には変数 に ついての情報 はあるもの
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の,変 数Xに ついての情報は含まれていない。通常の社会調査の形式で対象者に親の所得 を尋ねても確 か
な情報が得られる見込みは低 いだろう。 ましてや回顧データの分析で,そ うした曖昧な情報に重要な役割
を与えることはできない。 しか し,親 の教育や職業 については回顧 デー タで も信頼で きる情報が得 られて
いる可能性が高い。社会学の階層研究が所得ではな く親の教育や職業 にこだわって きた理由 もま:さしくそ
こにある(Hauser㎝dWaπen藍997)。そこで,彼 らはつぎの ① ～③ の手続 きからなる代替的なアプローチ
を採用 し,上 の式の検討に赴いている。
①GSS調査 の中高年サ ンプルを親世代 の代表 とみな し,本 人の教育(Zl)と職業(Z2)を説明変数 とす
るつ ぎの所得関数 を推計する。
・¥,ニγo+γ聖Zl,+γ2Z2,+μf (2)
② 上で得 られた γを,同 じGSS調査の若年サ ンプルが報告 している親の教育 と職業の情報 に当てはめ,
彼 ら自身の親の所得 を予測する。
③ 予測所得 κを用いて先の式(Dのβを推定する。
行列 を用いた代数式で この過程 を表現すると,β の推定値はつ ぎのように書 くことがで きる。添字1は
若年サ ンプル,添 字nは 中高年サ ンプルを表わ している4}。
β=げ7∫Z、 ゴ》)一1づ》乞∫}り
=【κ11Z11(ZみZ〃)　墨ZIZ1(ZみZ〃}一IZみκ 〃】λ「再Z〃(ZみZ〃)　IZI}} (3)
操作変数法の観点か らする と,父 親の教育や職業が(父 親の所得 を介 さず に)子 の教 育達成に直接的に
影響 を及 ぼす可能性 を否定で きないので,こ の方法は明 らかに不完全な ものである。 よって,β の推定値
は上方への偏 りを免れないだろう。 しか し,β その ものの大 きさではなく,こ こでのように時点問の変化
を捉 えるのが 目的であれば,比 較の条件 を可能 な限 り同 じにする ことで,そ め欠点は薄め られる。また,
実際 に観察 された所得ではな く予測所得 を用いることについては,世 代 間所得移動研究の文脈で,短 期 の.
変動的な(transitoly)所得ではな く長期の安定的な(pe㎜anent)所得 に対応するのでかえって好 ましい と
の理屈が与え られている。実際,一 時点で測定 された所得 を用いる と世代間所得移動が大き くな り,複数
の時点で均せば非移動率が高 まってい くことが知 られている(Solon1992,Zimme㎜an1992)。貯蓄に よ




データである。サ ンプル数の釣 り合いから,こ こでは2つのJGSS調査 を合併 して用いることにする(記 述
の便宜上,.2つのJGSS調査を合併 したものを2000JGSSと表わす)。これらのデータは,調 査内容やコー ド
体系 が類似 しているの で時点問 の変化 を見 るの に都合が よい。 また各々の調査 デー タを若年サ ンプル
(20-25才)と中高年サンプル(45-59才)に分 けて比較する と,表11に示すように中高年舟 ンプルにおけ
る本人の特徴 と若年サンプルにおける親の特徴がまずまず似ていることが確認できる。
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表1デ ー タの 比 較(A:45-59才層 の 本 人 の 特 徴/B:20-25才層 の 親 の 特 徴)
1975SSM !985SSM 1995SSM 2000JGSS
AB AB AB AB
年齢 50.9才 一 5L7才54.0才 5L3才53.4才 52.1才?
義務卒 59.2%69,5% 45.0%39.8% 28.4%28.5% 20.3%20.6%
中等卒 25.6%18.0% 37,4%39.1% 49.2%43.8% 49.8%48.2%
高等卒 15」%12.5% 17.7%21.4% 22.4%27.7% 30.0%3L2%
常雇 49.4%46.9% 62.2%56.5% 63.7%67.8% 69.9%69.7%
、
専門管理 23.1%15.5% 24.0%24.0% 2L4%2L5% 19.6%19.6%
事務販売 19.3%189% 22.8%20.9% 31.0%31.2% 32.0%28。2%
マ ニュアル 57.6%65.6% 53.3%55.1% 47.6%47.4% 485%52.2%
噂
η 680378 726366 815440 670419
なお,子 世代 を代表する若年サ ンプルを20～25才としたのは,い ずれのデー タも(調査上の制約により)
20才以上のサ ンプル しか含んでいないこと,ま たこれよ りも高い年齢層 を含めると分析の対象時点がぼや
けて しまうことによる。他方,親 世代 を代表する中高年サ ンプルは45～59才としている。この設定 は,子
世代 サンプルの年齢が少 し高めであることと,大 学進学状況 を検討する場合 に50代後半 を含めないとやや
不正確 な像が もたらされる可能性があることによる。1985年と1995年のSSM調査で実際 に対象者の親の年
齢 を尋ねているので,そ の情報から確かめてみると,20～25才層の親の実年齢の約88%がこの年齢層に含
まれることが分かる。 ちなみ にCorakらは,子 世代 を18～24才,親世代 を40～60才とし,こ こでの設定 よ
りもい くぶん広 めに している。
つ ぎに,所 得 について比較の条件をそろえる必要がある。SSM調査は税込み年間個人収入,JGSS調査
は税込み年間勤労収入を測定 しているが,デ ー タ上の実質的な違いはほとんどないとみて よいだろう。こ
こでは,こ れ らの所得データに対 してつ ぎの操作 を施 している。
1①藍995年を100とする消費者物価指数で各調査年の収入階級 の区分点 を調整 し
,イ ンフ レーシ ョンの影
響 を除去 した。
②階級数 と度数分布をで きるだけそろえるために,豆995年の収入分布 を基準 として,他 の年度の分布 も
可能 な限 りそれに近づ くように区分 を見直 した。 ちなみ に,も と もとの階級 数は,1975SSMが21,
1985SSMが36,1995SSMが17,2000JGSSが19である。容易 に想像がつ くように階級数が違 えば回帰
分析 の結果 も異な って くる。 ここでの意図 は,』階級の 区分 を調整す る ことで,各 々 のデー タを
1995SSMの形式で調査 したならば得 られたであろう結果に移 し替えることにある。
③上でつ くられた14～16個の新 しい階級区分 をもとに,各 々のサ ンプル に収入階級 の中央値 を与 えた。
なお,選 択肢の上限 を越える高額収入については,本 人の申告がある場合はその額 を,そ れが不明の
場合は判明者の平均値 を与えている。他方,下 限については,1975SSMで「収入な し」が区別されて
いない問題がある。そこで,す べての年度の調査 データで条件を同 じにす るために,「収入なし」 と
「最低カテゴリー」 を合併 し,後者の階級中央値を一律 に与 えることに した。
他方,教 育 と職業はつ ぎの ように扱 っている。 まず,教 育 については本人 ・父親 とも戦前の教育体系 を
区別 した学校分類を用い,そ れぞれに標準的な教育年数 を割 り当てている。職業は,1995年SSM調査の職
業分類(国 勢調査小項 目レベルに対応)で 統一 し,各 カテゴリーをダミー変数 として扱 うことに した。分
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析に使用 した職業 カテゴリー数は全部で142個である。推計 に1まで きるだけ多 くのサ ンプル数を確保す る
のが望ま しいので,所 得関数の推計はすべてのデータを合併 して行 うことに した。 したがって,こ の期間
の職業別の所得状況は相対的に同 じであったと仮定 していることになる(調 査年を変数 として区別 してい
るので平均 は異 なる)。なお,父 親について教育 と職業の情報が欠落 しているケースが僅かなが ら存在す
る。 これについてはサンプル数をで きるだけ減 らさない方針か ら,学 歴不明の場合は欠損データとせず に
全体の平均年数を与えることにした。 しか し,職 業が不明の場合に同様の操作 をすると予測所得の分布 を
大き く歪めて しまうことが明らかとなったので,教 育達成の分析では不明ケースとして除外することにし
た。
4分析の結果
4.1所 得 関数 の推計 、
親世代を代表する中高年のサ ンプルで本 人の対数所得 を教育年数に回帰 させた結果がつ ぎの表2である。
モデル(1)～(4)は 各年度のデー タを個別に検討 したもの,モ デル(5)～(7)は それ らをプール して
検討 した ときの結果である。
この式は,Mlncer(1974)の学校教 育モデル(賃 金差が学校教育によってのみ もたらされ,経 験年数に
関わ らず一律である)に 対応 してお り,回 帰係数bは教育投資の収益 率を表わ しているとみなす ことがで
きる。通常の回帰式 の意味 に即 して,b×100を1年の追加教育 に対す る所得のパーセ ン ト増 と解釈 しても
よい。 ここでは年齢や経験年数を考慮 していないが,対 象を中高年層 に限定 しているので年齢の影響 は小
さく,こ の単純 な式にもある程度の リアリテ ィを認めることがで きる5)。表か らは,最 近のデータで教育
投資の効果がやや低下 しているものの,1975SSM～1995SSMでは0」前後 と非常 に安定 していた様子が う
かがえる。(β)は 標準化回帰係数を求めた もので,教 育 と所得のいわば相関係数に相当する。その値 も,
03～0.4で安定 している。モデル(6)の結果か らも,所 得 に対する教育効果の変化は小 さいとみて よいだ
ろう。
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教育を投資の観点からとらえた場合,こ の値が小 さければ家庭の経済力による教育機会の格差はそれほ
ど重要な問題 とはみなされないかもしれない。世代間の所得移動 に教育が関与 している可能性が小 さいか
らである。職業に就いてからの本人の努力や経験,そ れに運 といった要素が強ければ,そ れ までの家庭や
学校の特徴 は所得 に対 してそれほど大 きな影響 を与えないだろ う。教育に投資 した としても期待外 れとな
る可能性が高 く,そ のような状況で教育楼会の格差が議論 されることはほとん どない。よって,1980年代
以降,多 くの国で教育機会の格差が世間の関心 を集めてきたという事実は,明 らかにこの間の教育投資の
収益率が十分に大 きかったことを物語っているのである6)。
さらに,モ デル(7)で 職業ダ ミー変数を投入すると式全体の説明力が倍増する。 もちろん,そ れは教
育 とは無関係の職業独 自の効果が付け加わったためである。分散比による検討 からも,職 業 ダミー変数を
追加 したモデルが有意であることが確認で きる7}。なお,こ のモデルで教育年数の効果が半減 しているこ
とか ら,所 得 に対す る効果の半分が具体的な職業 を通 した間接効果によって実現 していることが分 かる。
教育が有利 な就職に結びつ き,そ れによって高収入が得 られているといった関連である。それは教育の
「就職効果」 とみな してよいだろう。そうした間接化の程度 は,職 業大分類で類似の検討 を行った矢野 ・
島(2000>の分析 よりも,職 業小分類 を用いた ここでの分析結果の方がずっと大 きくなっている。 ・
このモデル(7)の 結果か ら,予 測所得 を導 くためめ情報が引 き出 される。すでに説明 した ように,教
育年数 と職業 ダミーの回帰係数 を子世代サ ンプルが報告 している父親の情報 に結び付けて親の予測所得
を作るわけだが,そ の操作 は階層研究の文脈 でい うと,所 得を外的基準 として社会経済的地位尺度 をつ
くることに等 しい。実際,国 際比較研究で しば しば用いられている 「標準 国際社会経済的職業地位尺度
(ISEI)」8)は,本稿の分析 と同様 に教育年数 と職業ダ ミー変数か ら所得関数を推計 し(年 齢 を統制変数
に含む),所得 に対する教育の直接効果 をできるだけ小 さく,反 対に職業 を通 じた間接効果はできるだけ
大 きくなるように調整 し直 した ものである(Ganzeboom,Treiman,andLeeuwlgg3)。
さらに,そ う して作 られた地位尺度(予 測所得)は 現在の労働市場から情報 を得ているので,入 々の職
業評価(文 化的要素を含む)か らつ くられた職業威信尺度 よりも短期の変化をより敏感 に捉 えているとみ
なすことがで きる。それは、ここでの課題のように時代 を特定 して親の所得の影響 をみようとするときに
都合の よい性質であるといえる。ちなみに,所 得 関数における職業ダミーの回帰係数 と職業威信尺度 との
相関は,1975年版職業威信ス コア との間で0.45,1995年版職業威信ス コア との間で0.52となる9)。また,
全サンプルに予測所得 と職業威信尺度(1975年版 と1995年版の平均)を 割 り当てて相関係数を求めた場合
は0.51となる。それぞれの尺度が測定 している内容 は明 らかに異なっているといえるだろう。ここでは,
予測所得 を市場から引 き出 された家庭の経済力を捉えた もの と解釈 してお くことにする。
4.2進 学動 向の分析
以上の手続 きから得 られた父親の予測所得 を説明変数として20～25才層の実際の進学結果 を検討 したの
が表3である。ここに至るまでの方法は複雑だが,結 果はいたって シンプルである。参考までに,Corakら
の分析結果 も表4に示 しておこう。2つの表を比較すると,大 変 よく似ているのが分かる。 もっとも,カ ナ
ダの場合は中等後教育全体 よりも大学教育の方で回帰係数の値が大 きくなってお り,そ の点が 日本 とは逆
である。進学の経済的なハー ドルが カナダの場合は大学でやや高 く,日 本の場合は短大 を含む中等後進学
でやや高い(女 子 に限 られるが)と いうことになる。
さて,表3に よると男女 とも1995SSMで所得の効果が減少 し,2000JGSSで再 び元の水準 に復帰する とい
う興味深いパターンを示 している。20～25才層の結果 であるので,.前者は1980年代末から1990年代前半の
状況,後 者は1990年代 中頃以降ρ進学状況を反映 しているとみてよいだろう。「学生生活調査」か ら把握
された長期 的な傾向(付 録)も,1980年代 から1990年代前半 までは差が抑 えられ,1990年代後半 にな り低
所得層 を中心 に差が再 び広が りだす というものなので,そ の動 きと符合する結果になっている。サ ンプル
数が小 さいので頼 りない面はあるが,こ れまでの理解 とも一致する推移が捉 えられている とみなすことが
できる。
おおよその傾向が一致 しているとして,そ れではその中身をどう解釈 したらよいだろうか。解釈の手掛
親の所得と大学教育機会一関連の強さと変化に関する検証一 7
表3大 学進学に対する親所得の効果 γ=α+かln(濁 日本
大学 大学 ・短大




















































































注)回 帰 係 数 は,{1995SSM,全 体,.大学}を 除 い て,危 険 率5%で 有 意 。
.表4中 等後進学に対する親所得の効果 カナダ
University PostSecondary



































































注)回 帰 係 数 は,{2001,.女子,中 等 後}を 除 い て,危 険 率5%で 有 意 。
出・所)Corak,etaL,2003,table6
か りを得るために,つ ぎにわれわれのデータに対 して核型回帰(kemelregression)を当てはめ10),所得水
準 ごとに大学就学の確率がどう変化するかを調べてみよう。核型回帰はノンパラメトリック回帰分析の手
法の1つで,し ば しば分布の様子 を平滑 グラフで捉えるのに利用 されている。図1が,代 表的な方法である
Nadaraya-Watsonの推計 をわれわれのデータに適用 した もので,各 々のグラフは予測所得の各水準 におい
て推定 された大学就学 の確率 を表 してい る。上の図は1975SSMと1985SSMのデータの様子,下 の図 は
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1995SSMと2000JGSSのデータ 様子を対比 した ものである.。いずれ も所得分布 の両端5%を 落 とし,中 央
の90%の動向のみを図示 している。 こうした視覚的なアプローチは所得5分位 を用いた従来の 「学生生活
調査」データの分析 に近いといえるだうう。
グラフを一瞥 して分かるのは,1985年までのパターンと1995年以降のパ ター ンがかな り異 なっている点
である。 まず1975男子 と1985男子のグラフは形状が よく似 てお り,ど ちらもある程度の所得水準 に達す る
とグラフの勾配が大 きくなる様子が捉 えられている。そのポイン トを過 ぎると,親 の所得により進学傾向
が加速 される と考えれば よいだろう。1975年と1985年の違 いは全体の所得水準にあ り,そ れが上昇するこ
とに よって大学就学率が一様に高 まった と解釈することがで きる。1985女子のグラフも形状は男子 と似て
いる。全体の水準が低いのは,女 子 の場合は高所得層 を除いて四年制大学に進学することが少ないか らで
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他方,1995年の様子 はそれ までの もの と大 きく異なっている。 とくに所得分布の上方で男子の就学率が
低下 し,グ ラフの勾配が全体に緩やかとなっている。1980年代末か ら1990年代の前半にかけて大学教育の
機会格差が縮小 しているとしたら,そ れはおそ らく所得上位層 の進学行動 に原因が求められるだろう。そ
して,状 況が進み2000年のグラフになると所得上位層 の勾配は回復 し,下 位層 と上位層の差が再 び大 きく
なっている。 また以前 にはみ られなかったパ ターンとして,所 得下位層で男女の就学確率の逆転が現 れて
いる。サ ンプル数が少 ないので誤差が拡大 されている可能性 もあるが,こ れらのパ ターンには有意味 な変
化が隠 されているとみな して,さ らに検討 を進めることにしよう。
4.3階 層 とジ ェンダー
1つの可能な解釈は階層要因とジェンダー要因の相互作用である。表2で男子 の大学教育投資の内部収益
率が安定 していたことを示 したが,女 子の大学教育 も同様であ り,過 去四半世紀 を通 じて男子 よりも高い
水準 にあったとされる(矢 野2001b,荒井2002)。その状況は女子の進学 を経済的な面から動機づけ,彼 女
たちの職場進出を促 し,教 育制度のなかの量的f質 的な男女差 を解消する方向に作用 してきた。 しか し,
男女差はそのように縮小 して きた ものの階層差の方はそ うではない。そこで女子の進学率が高まって くる
と,一 定のキャパシテ ィの なかで豊かな階層出身Q女 子が競争条件に劣る他の階層出身者 と競合するとい
う事態が生 じて くる(ShavitandBbssfddl996)。上のグラフのパターンも,お そらくそのような観点か ら
解釈が可能だろう。
それ を確認するための資料 として,「学校基本調査報告」か ら男女の大学合格率(現 役 大学入学者/現
役高卒志願者)と 大学入学率(大 学入学者/現 役高卒者)を 求めてみ たのが図2である。われわれの若年
サ ンプルの年齢が20～25才であるのを考慮 して,こ こでは3つの時点について,そ れぞれ過去5年間の動向
を平均 している。これをみると1995年の前 と後でそれぞれ特徴的な変化が起 こっていたことが分かる。
まず,1985年か ら1995年にかけての変化 は女子の高等教育進学の増加である。その影響 により男子の現
役合格率が低下 し,男 子は浪人を含めて も大学入学率のシェアを拡大することがで きなかった。 この時点
で,所 得上位層の女子進学者 と競合 していたのは,同 じ所得上位層 に位置する男子大学進学志望者だった
(おそ らく成績限界層であろう)。図韮の1995年で,男 子のグラフの勾配が低下 したのは,そ う した事情に
よると推測できる。
そ して,1995年から2000年にかけての目立った変化 は,合 務率 ・入学率の全般的な上昇 と,女 子におけ
る短大から四年制大学への進学先のシフ トである。ここにおいて短大か ら四年制大学へ と進路 を変えたの
は,大 部分が中位から下位の所得層出身者たちであったω。その競合相手 は,今 度は下位所得層の出身者
たちである。そのようにみ ると,図1の2000年で男女の就学確率が逆転 しているの も理解で きる。上位層
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図2.5年 間の累積 による進学動向の比較
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この ように,教 育界におけるジェンダー ・トラックが薄れ,男 女の競合が進むにつれて大学就学機会に
は複雑 なメカニズムが働 くようになっている。1985年から1995年にかけて機会の平等化が進 んだかといえ
ば,現 象としてはその通 りだが階層 システムの特徴 としてそうした平等化が進んだわけではない。ジェン
ダー要因が階層要因の影響を歪めていたのである。 また,1995年か ら2000年にかけて不平等化が進んだか
といえば,こ こで も表面的にはその通 りだが階層 システムの特徴 としてそのような揺 り戻 しが起 こったわ
けではない。 ジェンダー要因が階層要因の影響 を歪めることで,今 度は一方の性 における格差状況が強調
されたのである。そ うして男子だけをみる と就学確率が所得水準 の全域で単調に変化する結果 どなり,こ
れまでよりも格差の見 えやすい状況が生み出 されたのである。
なお,2000年以降の低所得層の回復傾向はここでは捉 えられていない。それ については,第6回 のSSM
調査が2005年に予定 されているので,そ のデータに対 して本稿 とまった く同 じ分析を当てはめて検討する
ことがで きるだろう。
5ま とめと議諭
本稿では,「学生生活調査」 から把握 された大学教育機会の トレン ドが別の調査データによってどこま
で支持 されるかを検討 して きた。具体的にはSSM調査 とJGSS調査 の所得 データに注 目し,中 高年サ ンプ
ルの所得状況から若年サ ンプルの親の所得を間接的に推計す る方法を用いて,各 調査時点での親の予測所
得 と子の教育達成の関連について吟味 した。その結果,そ うした間接的な方法が とくに問題のない一貫 し
た推計 をもた らす こと,ま たそこで把握 された結果が これまでの トレン ド理解 とも一致することが確認で
きた。 さらに,所 得水準ごとの大学就学の確率をグラフで表わす ことにより,近 年になるほど男女間の競
合が進み,そ れが所得階層の影響を歪めている可能性のあることが示 された。
ところでCorakらは,カ ナダにおいて大学教 育の機会格差が縮小 したのは1990年代 に入ってか ら学生ロ
ー ンが飛躍的に増大 したことと,費 用面の圧迫 を強 く受けていた中所得層の子弟が大学よ りも授業料の安
い コミュニテ ィ ・カレッジに進路 を変 えたことが主な原因であると指摘 している。同様 の視点で 日本の現
状を眺めたとき,学 生 ローンについてはカナ ダと同 じことが言えるか もしれない。実際,「学生生活調査」
によると低所得層 の状 況は最近になって少 しだけ盛 り返 している(付 録)。古田(2004)は,その原因を
探 求すべ く奨学金の受給状況を分析 し,1999年以降,と りわけ低所得層 出身層で受給者と受給額が急増 し
た と報告 している。
しか し,最 近の機会格差の縮小が学生 ロー ンによって もた らされているとするなら,現 在の傾向が この
まま続いてい く保証はない。借金返済の困難 さが際立って くれば,や がては後進の進学に必ず影響 を及ぼ
す ようになるからである。学生 ローンを中心 とした奨学金政策が機会格差の拡大 を防 ぐ有効な手段 として
あ り続けるのは,大 学教育の収益率が高水準 に保たれて借金の負担感が軽減 されるか(1990年代 のアメリ
カやイギ リスの高等教 育事情にあてはまる),あ るいは教育費の負担 を親ではな く明確 に学生本人に負 わ
せ,卒 業後の収入状況に応 じて返還する仕組みを積極的に導入 した場合に限 られるだろう(オLス トラリ
アのHECSに代表 される)。いずれにせ よ,今 後の機会格差の動向は教育界のみならず労働市場の見通 しに
依存 していると予想 される。
他方,Corakらが指摘 するコ ミュニテ ィ ・カ レッジへの代替進学 は日本には当てはまらない。1990年代
後半か ら短大や専修学校の進学は減少気味で,ま す ます四年制大学が選択 されているからである。教育投
資 の内部収益率の計算で も短大は長期低落傾向にあるので.(矢野2001,荒井2002),この変化は合理的な
ものといえる。ただし,同 じ四年制大学で も本人の成績 や志望 を二の次 にして,費 用負担の少ない地元の
進学先が選ばれている可能性はある。「家計調査」 による自宅通学生の動向(図A4)に,そ うした動 きを
読み取ることがで きる。 また,大 学に進学 してか らも,ア ルバ イ ト時間を増 やして生活費 を工面する,衣
食住の経費を極限まで切 り詰めるなどの現実があ り得るので,学 生や親の行動に もっと注意を向ける必要
がある。 さらに,生 活難や学業上の困難か ら中途退学に陥った り,借 金を回避するために最初か ら進学 し
ないといったケースもないではない(Callender2003)。利用できる統計 から全体の傾向 を定期的 に把握す
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るとともに,親 や子の実際の選択行動 を注意深 く観察 してい く必 要があるだろう。
これ らの問題 と並行 して,所 得階層 による格差 をどう解釈 したらよいか とい う教育社会学の古典的 な問
題 も教育機会の重要な論点 を構成 している。つまり,こ こで捉 えられた ような格差が本当に費用負担の困
難 さを意味 しているのか,そ れとも当面の費用負担 とは関係ない個々人の能力や意欲の違いを表 している
のかという問題である。格差 のメカニズムがどの ような ものであるかによって政策的含意 も,当 然,違 っ
て くる。前者の見方 に立てば授業料の徴収や当座の資金援助ρ方法が議論の焦点 となる し,後 者の見方が
正 しければ低所得層の出身者 に対 して長期的 な視野にたった学業支援が必要 となる。
これについては,米 国の経済学者たちの間に興味深い意見の対立がある。一方には,授 業料の値上げや
大学 までの地理的な距離で進学行動が左右 されるのだから,家 計所得による進学率の格差は市場 を通 じた
資金調達の不完全 さを証拠立てる ものだとの見方があ り(Kane2001),他方には,出 身による進学率の違
いは資金上の制約ではな く本人の能力や意欲 を反映 した もので,家 庭や地域 における長年の社会化の結果
を表 しているとす る見方がある(Heckman2000,CamenoandHeckman2002)。教育費用の上昇 と大学教育
機会 という文脈のなかで,環 境の制約か,個 人の選択 かという教育社会学の古典的な問題が顕在化 してい
ると言 える。少な くとも,そ うした論争の意義を認めるなら,教 育費の高騰 により低所得層 の出身者が大
学の門前で締め出されているという単純なイメージで この間の変化 を片付けることはできないだろう。教
育機会に関す る議論の広が りとともに,実 証研究の機運がさらに高 まることを期待 したい。
最後に,方 法的な観点か らも本稿で行った分析の意義を強調 しておこう。
本稿 と同様 にSSM調査やJGSS調査 を用いて教育達成を検討 した例 はこれ までに も多数存在 している。
そこでは,親 の教育や職業から出身階層が区別 され,そ れ と子の教育達成 との関連が繰 り返 し吟味 されて
きた。そ うした検討が幅広い年齢層の回顧データに基づいてなされているとして も,全 体社会の静態的な
構造に照準が合わされている以上,さ ほどの不都合はなかった。だが,そ うした巨視的(あ るいは脱時間
的)な 関心ではな く,も う少 し短いタイム・スパ ンで現象の動 きや変化 を捉 えようとすると,従 来の検討
方法には明らかに無理があ り隔靴掻痒の感 を否めない。われわれが注 目する目の前の現実 と掌中にある確
かなデー タとの間に埋めがたいギャップがあるのを意識せ ざるをえないのである。本稿の分析は,同 じデ
ータを扱 いながら,説 明変数 を教育や職業の伝統的な階層変数ではな く所得 フローに求めたことで,こ の
ギ ャップをい くらか縮めるのに成功 した といえる。既存調査データのこうした利用法 は,教 育達成の問題
に限らず もっ と広 く研究されるべ きだろう。
もちろん,こ こでの分析 には注意すべ き点がた くさんある。まず,サ ンプル数の小 さいことが最大の難
点 とい える。 とくに調査時点での時代性 をす くい取ろうとすると若年層 の年齢幅を狭 くとらざるを得ず,
結果的 に小 さなサ ンプル となって しまう。そ こに,若 年層 における回収率の低 さが何 らかのバイアスを持
ち込 んでいる可能性がある。 また,異 なる調査データの比較可能性や中高年サ ンプル と若年サ ンプルの対
応づけに も重大 な問題が隠されているか もしれない。それらの疑問は,同 じ分析 をさまざまなテーマに適
用することか ら経験的 に判断 してい くしかない。その意味で もデータの共有化を進め,具 体的な分析 を通
して他の分野の研究者 とも広 く交流 してい くことが望 まれる。
付録 所得5分位による大学就学率格差の推計
家庭の経済状態 と大学就学の関係 について長期の傾向を把握 しようとする場合,わ が国では一般に 「学
生生活調査」(文部科学省)と 「家計調査」(総務省)が 資料 として用い られている。前者は文部科学省が
隔年 に行 っているもので,毎 回,所 得5分位 による学生構成比が公表されてい る。図Alが,そ れをグラフ
にした ものである。
文部科学省は,大 学生の親の年齢を45～54才と想定 し,そ の年齢層の所得 を5等分す る区切 りを同 じ年









た期待 に反 し0.2の水準 から大 な り小 な
り離れている。ただ し,高 所得層ほ どシ






よいが,長 期 の傾向に関 してはその限定


















の定欝 によ。て)相対的に高 ぐなれば,轟 を,等分する金額も撚 的に高くなる.その区分が大牲
の親の所得に適用されたな ら,低 所得層の出身者が前 よりも多 く括 りだされることになるだろう。デー タ
の誤差でない とすれば,そ の ような系統的バ イァスの存在が考 えられる。
そ こで,こ こでは大学生の親の年齢 を40～59才と文部科学省の もの よりも広めに設定 し,推 計の改善を
図ってみよう。ただ し,そ のままでは大学生 をもたない家庭が大量に紛れて しまうので,5才 刻みで適 当
なウェイ トを与えることにす る。そのウェイ トは,た とえば20年前の 「人ロ動態統計」 から引き出 して く
ることができる。期 間中のすべ ての年度を一律 に扱 うな ら,出 生時の父親の年齢階級120-24才,25-29才,
30-34才,35-39才}に対 して,12,4,3,1}のウェイ トを与えるのが適当であろう。「家計調査」か ら基
準 となる世帯分布 を取 り出す ときにこの ウェイ トを適用すれば,大 学生の実際の親の年齢構成 にかな り近
い分 布が得 られると期待できる。
ただ し,「家計調査」で公表されている5分位は全世帯 についてのものであるので,上 で取 り出 したウェ
イ トつきの分布は等分 とはならない。40～59才に焦点を当てているので,当 然,高 所得層に偏った分布 と
なる。この問題を解決するにはJamesandBenjamin(1988)の調整が簡便である。そこでは,全 世帯 を5等
分する所得区分でとりあえず40～59才の ウェイ トつ き世帯分布 と大学生の分布 を求めてお き,そ うした後
に世帯を5等分 に戻すのに必要 となる移動量を求め,隣 り合 うカテゴリー間の世帯移動 に合わせて,大 学
生の分布 も比例配分で動かす という手続 きが取 られる。
つ ぎの図A2,図A3が,この方法による推計結果をグラフに した ものである。文部科学省 の推計(図A1)
と比べて改善の効果 は明 らかだろう。図A3は移動平均(3年)で 均 しを行 った ものであ るが,こ の程度 の
期間であると長期傾向がかなりもっ ともらしく把握 できるのが分かる。
他方,「家計調査」 にも世帯構成 に関す る情報があ り,学 校種別ごとの在学生が集計 されている。同居
に限 られるので,大 学生 の場合は 自宅通学生 とい うことになる。図A4は,上 と同 じ方法を 「家計調査」
の自宅通学生 に適用 した場合である(こ こでは毎年の調査であることを考慮 して5年の移動平均 を求めて
いる)。
高所得層 と低所得層のシェアの格差が 「学生生活調査」 よりも大 きくなっているのは,自 宅通学生 とい
うことか ら都市部の様子が強調 されているためであ る。地方出身の都市遊学層はここにはカウン トされて
いない。 よって,所 得水準 に地域差があれば中位か ら下位の所得層で自宅生 の相対的な比重が低下する と
































水準 となっているのは,そ うした地方からの遊学層の増加 を表 していると解釈で きる。1990年代 の後半 に
なると,都 市遊学が減 り 「学生生活調査」 ではシェアが減少 している。反対 に,「家計調査」の自宅通学
生では低所得層の地元進学が少 し増え,高所得層 のシェアを減 らしてい る。そのように対応させてみれば,
2つの資料から導かれた結果はかな り整合的であることが分かる。
最後 に,男 女の違い も見てお くことにしよう。「学生生活調査」では,学 校設置者別に男女の集計 を行
っているので,こ こでは私立大学の動向のみを取 り出 している(割 合が大 きいので,こ こでの動 きが全体
の傾向 を決めることになる)。また,全 体の場合と同 じく,会年の移動平均 を求めている。グラフからは,
出身家庭 による就学率の格差が男子 よりも女子で大きいこと,女 子の大学進学が普及するにつれて格差が
少 しずつ縮小 している とはいえ,現 在で も四半世紀前の男子の様子 とほぼ同 じ水準にあるこ とがわかる。
そ して,11990年代以降,低 所得層の状態が悪化 しているのは男子 と同 じである。
「
14 近 藤 博 之
以上,大 学生の親の年齢層を考慮すれば,長 期の傾向はずっとクりアに描 くことができる。それにもと
つ くなら,高 度成長期以降は全体 として格差縮小の方向で進んで きたといってよい。`ただ し,1990年代 に
なると低所得層の状況 は悪化 している。データの誤差 という可能性 もあるが,こ こでのように均 しを行 っ
ても特異な傾向が残るようであれば,や は りそこには何 らかの意味のある変化が存在 していると読 むべ き
だろう。 もちろん,そ の見極めはこれらの統計情報だけでは不十分であ り,本 論で行ったように別の資料




















図A5私 立大学男子の動向 図A6私 立大学女子の動向
付記
SSM調査データの利用に関 して1995SSM研究会の許可を得ている。 また,こ の研究のために東京大学社
会科学研究所附属 日本社 会研究情報セ ンターSSJデー タアーカイヴか ら 「日本版Genera且SocialSurveys





2)世代 間所得移動の分析 にTSIV法を適用 した もの に,Dearden,Machin,andReed(1997),Bj6rkbndand
ぬntti(1997),Dunn(20G4)などがある。 また,Grawe(2004)は,Coraketal.(2003)と同様に同一の調
査デー タか ら2つの年齢層 を取 り出して適用 している。
3)Coraketa蓋.(2003)は,Moffitt(1999)を援用 して,予 測値が04を越える心配はなく,構 造パラメータ
よりも全体の関連に関心があ り,問 題 となってい る確率が分布の中央ではな く裾野の方 にあるので非
線形 とのズ レを気 にしなくて よい,と いった理由を挙げて線形確率モデルの使用を正当化 している。
4)操作変数 によるパラメー タ推定は,2段階最小2乗法による推定 と一致する(ウ ォナコ ット/ウ ォナコ
ッ ト1975,316-321頁)。教育に関連 して操作変数が用いられるのは,所 得を目的変数 として学校教育
の効果を推定するという場合が多いが,DeeandEvans(2003)やMorgan(2004)など,教 育達成を目的
変数 とした分析例 も少 なからずある。
5)説明変数 に対象者の年齢 を含 めなかったのは,す べての年度の調査に父親の 「生年」があるわけでは
な く,第2段 階の推定 に役立たないか らであ る。 しか し,年 齢幅 を限定 してい るので,「年齢」及び
「年齢2乗」 を変数 に加えたとして も説明力はあまり変 わらない。「労働経験年数」 を区別 して,SSM
親の所得と大学教育機会一関連の強さと変化に関する検証一 15
調査デー タにMincerモデルを適用 した例 として,矢 野 ・島(2000)がある。
6)OECDの報告(2002)によると,1999-2000年時点の.高等教育の内部収益率は.i日本の場合,男 女 とも









て同様 の分析 を行 っている もの にBlandenandMachin.(2004)がある。方法の詳細は,.Blundel且and
Duncan(1998)を参照のこと。
1'1)「家計調査」のデータかち自.宅通学生の動向を検討 してみる と,!ggO年代の中頃か ら下位所得層 で中
等教育後の進学先が短大や専修学校か ら四年制大学 にシフ トしているのが明 らかとなる。勤労者世帯
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